
   京都文化芸術都市創生条例 
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 附則 

 ここ京都では，１２００年を超える悠久の歴史の中で，多様な文化芸術が重層的に

蓄積されてきた。これは，常に外からの刺激を受容し，咀嚼
そしゃく

するという京都の先人た

ちの進取の気風により，創意工夫がされてきたことに負うところが大きい。そして，

このような文化芸術の蓄積は，学術研究や産業との結び付きを通して，より厚みを増

している。 

京都の文化芸術は，社寺や町家をはじめとする伝統的な建築物及びこれにより形成

されている歴史的な町並みが山紫水明と形容される自然の風景と溶け合った都市環境

から大きな影響を受け，また，これに影響を与え，市民の暮らしに根を下ろすととも

に，国内外の人々との自由かつ継続的な交流の機会をもたらした。これにより，京都

は，日本のみならず世界においても，比類のない魅力に富んだ都市となっている。 

 将来にわたって，京都が日本はもとより世界の人々を魅了する個性に満ちあふれた

都市であり続けるには，無からの文化芸術の育成や振興ではなく，優れた文化芸術の

保存と継承により，創造的な活動が不断に行われるとともに，文化芸術が市民の暮ら

しに息づくことにより，市民に大きな生きる喜びをもたらし，京都のまち全体を活気

に満ちたものとする必要がある。 

 ここに，本市は，市民と共に京都が文化的，芸術的に世界の中でも格別の位置を占

める都市であることを改めて認識したうえで文化芸術都市の創生に積極的に取り組む

ことを決意し，この条例を制定する。 

   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，文化芸術都市の創生に関し，その基本理念を定め，並びに本市

及び市民の責務を明らかにするとともに，文化芸術都市の創生に関する施策の基本

となる事項を定めることにより，文化芸術都市の創生を総合的かつ計画的に推進す

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「文化芸術都市の創生」とは，次条の基本理念の下，市民

の暮らしに根を下ろした文化芸術を一層魅力のあるものとすることにより，市民に

大きな生きる喜びをもたらすとともに，活気あふれるまちづくりの源泉とし，もっ

て常に新たな魅力に満ちあふれた都市を創生することをいう。 

（基本理念） 



第３条 文化芸術都市の創生は，次に掲げる事項を基本理念として行われなければな

らない。 

 ⑴ 文化芸術が市民に一層身近なものとなり，尊重されるようにすること。 

 ⑵ 伝統的な文化芸術を保存し，及び継承し，並びに新たに文化芸術を創造する活

動を支援するとともに，当該活動を担う人材を育成すること。 

 ⑶ 文化芸術に関する交流を積極的に促進すること。 

 ⑷ 文化芸術都市の創生に不可欠な文化財の保護及び活用，景観の保全及び再生そ

の他文化芸術を振興するための環境の整備に努めること。 

 ⑸ 文化芸術に関する活動と学術研究又は産業に関する活動との連携を促進するこ

と。 

（本市の責務） 

第４条 本市は，文化芸術都市の創生には，文化芸術を創造し，享受する市民の主体

的な参画が不可欠であることにかんがみ，市民と連携して，その推進に関する施策

を総合的に策定し，及び実施するよう努めなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は，文化芸術の創造の担い手であり，かつ，これを享受する者として，

京都の文化芸術が日々の暮らしの中で豊かにはぐくまれてきたことを深く認識し，

これを将来の世代に継承するよう努めなければならない。 

（財政上の措置） 

第６条 本市は，文化芸術都市の創生に関する施策を実施するために必要な財政上の

措置を講じるよう努めなければならない。 

   第２章 文化芸術都市の創生に関する基本的施策 

    第１節 文化芸術都市創生計画 

第７条 市長は，文化芸術都市の創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

め，文化芸術都市の創生に関する計画（以下「文化芸術都市創生計画」という。）を

定めなければならない。 

２ 文化芸術都市創生計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 

 ⑴ 文化芸術都市の創生に関する目標 

 ⑵ 文化芸術都市の創生に関する取組 

 ⑶ その他文化芸術都市の創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために

必要な事項 

３ 市長は，文化芸術都市創生計画を定めるに当たっては，第２２条に規定する審議

会の意見を聴くとともに，市民の意見を適切に反映するために必要な措置を講じな

ければならない。 

４ 市長は，文化芸術都市創生計画を定めたときは，速やかにこれを公表しなければ

ならない。 

５ 前２項の規定は，文化芸術都市創生計画の変更について準用する。 

    第２節 文化芸術都市の創生のための施策 

（暮らしの文化に対する市民の関心と理解を深めるための施策） 

第８条 本市は，暮らしの文化（京都の先人たちの暮らしの中から生み出され，その



中で受け継がれてきた文化をいう。）に対する市民の関心と理解を深めるため，市民

に対する啓発，当該文化の継承に寄与したものの顕彰その他の必要な措置を講じな

ければならない。 

（市民が文化芸術に親しむことができるようにするための施策） 

第９条 本市は，高齢者，障害者及び青少年をはじめ広く市民が文化芸術に親しむこ

とができるようにするため，文化芸術の鑑賞及び体験の機会並びに文化芸術に関す

る創造的な活動の成果を発表する機会の提供，市民に身近な場所において芸術家と

交流することを目的とする催しの実施その他の必要な措置を講じなければならない。 

（子供の感性を磨き，表現力を高めるための施策） 

第１０条 本市は，文化芸術に対する子供の感性を磨き，表現力を高めるため，学校，

地域その他の様々な場での文化芸術に関する教育の充実，子供を対象とする公演及

び展示の実施，子供による文化芸術に関する活動に対する支援その他の必要な措置

を講じなければならない。 

（伝統的な文化芸術の保存及び継承等のための施策） 

第１１条 本市は，伝統的な文化芸術及びこれを支える技術を保存し，及び継承する

とともに，市民をはじめ広く国内外の人々が伝統的な文化芸術を体験することがで

きる機会を拡大するために必要な措置を講じなければならない。 

（新たな文化芸術の創造に資するための施策） 

第１２条 本市は，新たな文化芸術の創造に資するため，当該創造に係る活動を行う

ものの育成，支援及び顕彰その他の必要な措置を講じなければならない。 

（文化芸術に関する活動及び地域のまちづくりに関する活動の活性化に資するための

施策） 

第１３条 本市は，文化芸術に関する活動と地域のまちづくりに関する活動との連携

を図り，これらの活動の活性化に資するため，地域の特性に応じた文化芸術に関す

る活動の場の提供その他の必要な措置を講じなければならない。 

（国内外の地域との交流を促進するための施策） 

第１４条 本市は，文化芸術に関する国内外の地域との交流を促進するため，国内外

の文化芸術に関する活動を行う者の受入れ，当該活動を行う者の国内外への派遣，

文化芸術に関する国際的な催しの実施その他の必要な措置を講じなければならない。 

（国内外の人々の関心と理解を深めるための施策）     

第１５条 本市は，京都の文化芸術に対する国内外の人々の関心と理解を深めるため，

広く世界に向けて当該文化芸術に関する情報を提供するために必要な措置を講じな

ければならない。 

（文化財を保護し，及び活用するための施策） 

第１６条 本市は，文化芸術都市の創生に資するため，文化財を保護し，及び活用す

るために必要な措置を講じなければならない。 

（景観を保全し，及び再生するための施策） 

第１７条 本市は，文化芸術都市の創生に資するため，景観を保全し，及び再生する

ために必要な措置を講じなければならない。 

（施設の充実を図るための施策） 



第１８条 本市は，文化芸術に関する活動に資する施設の充実を図るため，当該施設

の運営に関し専門的な知識を有する人材の確保及び育成，文化芸術の多様な表現方

法に対応する当該施設の整備，当該施設相互の連携の推進その他の必要な措置を講

じなければならない。 

（文化芸術及び学術研究が相互に影響を与え，創造的な活動を新たに生み出すための

施策） 

第１９条 本市は，文化芸術及び学術研究が相互に影響を与え，創造的な活動を新た

に生み出すために必要な措置を講じなければならない。 

（文化芸術及び産業が相互に影響を与え，創造的な活動を新たに生み出すための施策） 

第２０条 本市は，文化芸術及び産業が相互に影響を与え，創造的な活動を新たに生

み出すために必要な措置を講じなければならない。 

（市民の自主的な活動を支援するための施策） 

第２１条 本市は，市民の自主的な文化芸術に関する活動を支援するため，当該活動

に関する情報の提供，市民と共同して行う事業の実施，文化芸術に関するボランテ

ィア活動を行うものに対する支援その他の必要な措置を講じなければならない。 

   第３章 京都文化芸術都市創生審議会 

（審議会）  

第２２条 文化芸術都市の創生に関する事項について，市長の諮問に応じ，調査し，

及び審議するとともに，当該事項について市長に対し，意見を述べるため，京都文

化芸術都市創生審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（審議会の組織） 

第２３条 審議会は，委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は，学識経験のある者その他市長が適当と認める者のうちから，市長が委嘱

し，又は任命する。 

（委員の任期） 

第２４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任

期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

   第４章 雑則 

（委任） 

第２５条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１８年４月１日から施行する。ただし，第７条第３項及び第５

項（審議会に関する部分に限る。）並びに第３章の規定は，市規則で定める日から施

行する。 

（経過措置） 

２ 前項ただし書の市規則で定める日以後最初に市長が委嘱し，又は任命する委員の

任期は，第２４条第１項本文の規定にかかわらず，平成２０年３月３１日までとす

る。 


